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This paper discusses some issues about duties of the provider to disclose information of a
 
sender.
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⑴ 判例紹介
【４】 東京地判平15年４月24日金商1168号８頁
事案 Ｘは、空港旅客の手荷物運搬等を業務とする会社であるが、Ａ社が管理するサーバー上に開設
されたウェッブサイトに、Ｘに関する本件侵害情報（判決文では内容不明）が書き込まれた。そ
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こでＸがＡに対して本件書き込みの削除および発信者情報の開示を請求した結果、Ａは、本件書
込を平成14年１月に削除し、Ａが有する情報として、発信者のメールアドレス、サーバーを利用
するための IDおよびパスワードを開示した。このメールアドレスがＹを経由プロバイダとして
インターネット接続サービスを受ける会員のものであったため、Ｘは、Ｙに対して本件メールア
ドレスの保有者の氏名、住所および電話番号の情報開示を訴求した。
判旨 請求棄却 法２条４号の「発信者」の定義の「規定振りからすれば、法は、特定電気通信につ
いて、特定電気通信設備の記録媒体に記録された情報が不特定の者に送信される形態で行われる
ものと、特定電気通信設備の送信装置に入力された情報が不特定の者に送信される形態で行われ
るものとを予定しており、いずれの場合についても、上記記録媒体への情報の記録又は上記送信
装置への情報の入力とその後の当該情報の送信、すなわち法２条１号にいう『送信』とを区別し、
特定電気通信設備たる上記記録媒体又は上記送信装置を用いる特定電気通信役務提供者が、同号
にいう『送信』を行い、特定電気通信の始点に位置することを前提としているものと解される。
そうすると、特定電気通信設備の記録媒体に情報を記録し、又は当該特定電気通信設備の送信装
置に情報を入力することは、当該特定電気通信設備を用いる電気通信役務提供者による特定電気
通信以前の、これとは別個の、当該情報の記録又は入力を目的とする発信者から特定電気通信役
務提供者に対する１対１の電気通信にすぎないから、それを媒介するにすぎない経由プロバイダ
をもって、特定電気通信役務提供者（開示関係役務提供者）と解することはできないということ
になる」。
このように解すると電子掲示板やこれを開設するサーバーの管理者が発信者の情報を充分には
有していない現状から、「被害者において発信者を特定することが著しく困難ないし不可能となる
場合のあることは否定できない。しかし、発信者情報の開示は、特定電気通信役務提供者（開示
関係役務提供者）の通信の秘密に係る守秘義務を解除するものであって、しかも、その情報は発
信者のプライバシーや表現の自由とも密接な関わりを有するものであるから、基本的に、どの範
囲の者に、いかなる情報の開示を義務付けるかは上記の憲法上の諸権利を踏まえた立法政策の問
題というべきである。そして、これら憲法上の権利に係る守秘義務の解除については明確な規定
を要し、安易な拡張解釈は許されないと解されるところ、前記のとおり、法の解釈として経由プ
ロバイダが開示関係役務提供者に該当すると解することには、少なくとも重大な疑義が存すると
いわざるを得ないのであって……、上記のような事情があるからといって、その結論が左右され
るものとは解されない」。さらに、本件有害情報は本法施行前に削除されているから、本件に本法
の適用はなく、この点からもＸの請求は理由がない。
【７】 東京地判平15年９月17日判タ1152号276頁
事案 Ｘは、航空旅客の手荷物運搬等を業務とするＡ社（【４】の原告）の顧問弁護士であるが、Ｂが
管理・運用する電子掲示板（２ちゃんねる）に、Ｘが脅迫を行った旨を含む書込が行われたため、
Ｂに対するＡ社の仮処分命令申立事件における和解条項に基づき、Ｂから本件書込に関する情報
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開示（IPアドレス）を受け、本件発信者が経由プロバイダＹの利用者であることを突き止めた。
そこでＸは、Ｙに対して IPアドレス（及び送信日時）に基づく発信者の特定を申し入れたところ、
Ｙは「発信者は特定したが、確定判決によらなければ情報を開示しない」旨をＸに回答したため、
Ｘが本件訴訟において発信者情報の開示を訴求した。本件訴訟においてＹは、経由プロバイダは
開示請求を受けるべきプロバイダではないこと等を主張した。
判旨 請求認容 ⑴ 経由プロバイダは「発信者からウェブサーバへの情報の送信」を媒介し、「この
部分だけを取り出して見れば、１対１の通信となるが、それだけでは独立の通信としての意味を
有するものではなく、発信者から不特定多数の者へ情報発信を行う過程の不可欠な一部分として
のみ意味を有するものである。したがって、発信者からウェブサーバへの情報の送信とウェブサー
バから不特定多数の者への情報の送信を、それぞれ別個独立の通信であると考えるべきではなく、
両者は一体不可分であり、全体として１個の通信を構成すると考えるのが相当である。そして、
両者が一体となって構成された１個の通信は、発信者から不特定多数の者に対する情報の送信に
ほかならないものであるから、これが『不特定の者によって受信されることを目的とする電気通
信』であることは明らかである。したがって、発信者からウェブサーバへの情報の送信は、発信
者から不特定多数への情報の送信という『特定電気通信』の一部となると解するのが相当である。」
そして、「経由プロバイダの保有する交換機などの設備は、発信者から不特定多数への情報の送信
の用に供されるものであり、経由プロバイダは、発信者に対し、それらの設備を用いてインター
ネット接続を提供し、これにより発信者から不特定多数への情報の送信を媒介していることは明
らかである。」
「無料でウェブサーバの記憶領域や電子掲示板を提供する者が、利用者に対して正確な住所及
び氏名を要求することは少なく、多くは連絡先としてメールアドレスを要求するのみである。こ
のような点を考慮すれば、これらの者に対して、本法律に基づき発信者情報開示を命じても、元々
それらの者は情報発信者の住所及び氏名を把握していない以上、実効性はない。一方、経由プロ
バイダの場合、課金の都合上ほとんどの場合利用者の住所及び氏名を把握している。以上のよう
な現状に照らすと、仮に『開示関係役務提供者』から経由プロバイダを除外し、これを実際に名
誉毀損を生じる情報を記録しているサーバを保有している者に限定した場合には、発信者の住所
及び氏名を把握していない者に対して情報開示を命じることができることになる一方、現実に情
報を保有している者に対しては情報開示を命じることができないという結果になる。これでは、
名誉を毀損された被害者に対し、事実上、権利救済の道を閉ざすことになりかねない」。
以上から、経由プロバイダが法４条１項の「特定電気通信役務提供者」であることは明らかで
ある。
⑵ 権利侵害の「明白性」の要件により、「開示請求者は、侵害情報の流通によって生じた権利
侵害の客観面に加え、その侵害行為につき違法性が阻却されるような事由がないことについても
立証責任を負うと解するのが相当である」。名誉毀損の場合の違法性阻却事由は、①公共の利害に
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関すること、②公益目的であること、かつ、③事実の摘示よる場合には摘示された事実が重要な
部分において真実であること、意見ないし論評の表明の場合にはその基礎となった事実が重要な
部分において真実であることである。これらの事由の不存在についても開示請求者が立証責任を
負う。
⑶ 本件の書込は、Ｘの社会的評価を低下させ、公益目的でないことおよび真実でないことが
明らかであるから、権利侵害は明白である。さらに、Ｘの開示請求には損害賠償請求権を行使す
るためという正当理由があるから、これを認容する。
【８】 東京地判平15年11月28日金商1183号51頁
事案 Ｘは、Ａ社に勤務する会社員であり、一時期、支店の人事部主任として新人採用や新人研修を
担当していた。Ｂが開設し管理している本件サイトに、Ａ社の人事部で新人研修を担当していた
者が「ダさい」「評判悪い」「最低」であるという旨の内容が書き込まれた。本件書込の対象にさ
れた者がＸであることは記述の内容から確定できた。そこでＸがＢに対して本件書込の削除と発
信者情報の開示を求めたところ、Ｂは書込の一部を削除して発信者のドメイン名をＸに開示した
が、他の発信者情報を持たないことを伝えた。このドメイン名にＹの名称が含まれていた（発信
者がＹをインターネット接続に利用していた）ため、次にＸは、Ｙに対して発信者のドメイン名
と発信日時を示して発信者情報の開示を求めた。Ｙがこれを拒否したため、Ｘは本訴において発
信者情報の開示を訴求した。
判旨 請求認容。 ⑴ Ｙは本件発信者の経由プロバイダであるが、有害情報が発信されてこれを不
特定多数の者が受信して閲覧する通信の仕組に照らすと、「電子掲示板への書込みという情報の流
通は、発信者から経由プロバイダを経由して別のプロバイダのサーバーに情報が記録ないし入力
され、これを不特定多数の者が受信してはじめて一個の通信としての意味を有するということが
でき、この一連の通信過程の全体が一個の電気通信を構成するものと解される」。したがって、「本
件侵害情報……の発信から不特定の者による受信までが『特定電気通信』に当たり、その経由プ
ロバイダである被告は、上記通信の用に供される特定電気通信設備を用いているので、上記情報
の流通について開示関係役務提供者に該当するものというべきである」。⑵ 権利侵害が明白で
あるというためには権利侵害の事実に「加えて、不法行為等の成立を阻却する事由の存在をうか
がわせる事情が存在しないことが必要であり、その立証責任は開示を請求する者にあると解する
のが相当である」。本件の書込はＸの社会的評価を低下させるものであり、その内容から公益目的
でもなく公共性も認められず、さらに内容が真実であることの証明または真実であると信じるに
足りる相当な理由があるとも認められないから、違法性阻却事由は存在しない。したがって権利
侵害は明白である。そして、発信者に対して損害賠償請求権を行使するために必要であるから、
Ｘの請求には正当理由がある。
【10】 東京地判平16年４月14日判例体系 ID28092252
事案 Ｘは、釈迦及びイエス・キリストの根本原理を源流とした教えの広宣流布及び人類救済のため
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の事業を行うことを目的とする宗教団体である。本件発信者Ａは、Ｙをインターネットに接続す
る経由プロバイダとして、Ｘの名誉を侵害する書込を本件ウェッブサイトに掲載した。Ｘは、Ｂ
社に依頼して本件書込をした者に関する調査を行い、発信者の IPアドレスと送信日時を確認し
た。そこでＸは、発信者の端末の IPアドレスを有するＹに対して発信者情報の開示を訴求した。
判旨 請求一部認容。 ⑴ Ｙが経由プロバイダであることについて。本件の書込は、不特定の者に
よって受信されることを目的とする電気通信、すなわち「特定電気通信」に該当する。したがっ
て、本件通信に利用されたＹ保有のルータ及び回線は「特定電気通信設備」に、この設備を用い
てＡの通信を媒介するＹは、「特定電気通信役務提供者」に該当し、ひいては「開示関係役務提供
者」に該当する。
Ｙは、Ａが本件通信に使用したＹの設備はルータ及び回線だけであり、Ｙの設備には情報が記
録ないし入力されていないから、Ｙの電気通信設備は「特定電気通信設備」に該当しないと主張
するが、記録又は入力は「発信者」に該当するというために必要な要件であっても、当該電気通
信が「特定電気通信」に該当するための要件ではなく（法２条２号）、特定電気通信の際に使用さ
れた電気通信設備に情報の記録媒体又は送信装置を備えていることが「特定電気通信設備」に該
当するといえるための前提条件となっているわけではないから、このことを理由に被告が「開示
関係役務提供者」に該当しないということはできない。
⑵ 本件書込の内容はＸの社会的評価を低下させるものであり、権利侵害は明白である。発信
者に対して法的手続をとるためには、発信者の氏名、住所及び電子メールアドレスを知る必要が
あるから正当理由がある。ただし、電話番号は総務省令において開示の対象となっていないから、
この部分の請求は認められない。
【28】 東京地判平20年９月９日判時2049号40頁、判タ1305号．193頁
事案 医療法人Ｘは、化粧品の販売を促進する目的で、ある芸能人に商品を提供したところ、その芸
能人は、Ａがネット上に提供しているシステムを利用して開設した本件ブログで、この商品を紹
介した。ところが、その約12時間後に本件ブログに、本件化粧品の使用により皮膚科通院を要す
る被害が生じた旨が記述された。
そこでＸは、「本件ブログを運営するＡを債務者として、本件書込をした発信者に関する情報の
開示を求める仮処分命令を申し立てた。」この仮処分命令を受けてＡは、本件情報が発信された機
器の IPアドレス、および、Ａに送信された年月日・時刻をＸに開示した。Ｘは、この IPアドレ
スから、Ｙ（NTTドコモ）が本件発信者にインターネット接続サービスを提供した経由プロバイ
ダであることを確認した。
次にＸは、「Ｙを債務者として発信者情報消去禁止の仮処分命令を申し立てた」が、Ｙは、IPア
ドレスと送信日時だけでは発信者を特定できず、送信された際のURLも必要であることを主張
した。そこでさらにＸは、「Ａを債務者として本件書込がなされた際のURLの開示を求める仮処
分を申し立て」、Ａからその開示を受けた。これをもってＸはＹに発信者情報の開示を求めたがＹ
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が応じないために、本件開示請求訴訟を提起した。
判旨 請求認容。 ⑴ 権利侵害の明白性について まず、本件書込の内容は、Ｘの社会的な名誉や
信用を低下させる違法なものであり、本件書込の内容は虚偽であり何の根拠もないというほかな
いから、Ｙが書込の内容を真実であると信じる相当な理由があったとは認められないから、違法
性阻却事由もない。したがって、Ｘの権利が侵害されたことが明らかである。⑵ 経由プロバイ
ダについて 本件書込は、携帯電話等からＹの通信回線を利用して本件プログに書き込まれたも
のであり、サーバーの管理者であるＡは、本件発信者の IPアドレス、発信日時、URL等の情報
は有しているが、個人を特定するための氏名、住所等の情報を有していない。この情報を有して
いるのは経由プロバイダのＹだけであり、ＸはＹに開示請求をする必要がある。
⑵ 小括
【４】は、経由プロバイダの開示義務に関する最初の判決である。この後の【６】以降は、【４】の
結論とは異なり、経由プロバイダも法４条による開示義務を負うプロバイダであると解することにな
るが、【４】は、法２条における用語の定義を厳格に解して、経由プロバイダは法４条の発信者情報開
示義務を負わないと解した?。さらに、こう解することにより被害者が発信者を特定できなくなる場合
が生じたとしても、発信者のプライバシーや表現の自由の保護との関係における立法政策の範囲内の
問題だから、この政策を実現すべく立法されたプロバイダ法について「安易な拡張解釈」をすべきで
はなく、前記の解釈による解決に問題はない旨を判示した。
後記６の「ファイル交換ソフト（WinMX）」で紹介する【６】は、経由プロバイダに対する開示請
求を初めて認容した判決である。【６】では、被告である経由プロバイダ側は【４】を援用して抗弁し、
逆に請求者側である原告は、【４】が行った法２条の解釈は誤りであると主張して争った。【６】は、
両判決には触れずに、法２条２項の「『特定電気通信役務提供者』は、『特定電気通信設備を用いて他
人の通信を媒介』するなどの行為をする者であれば足りる」と判示し、被告が主張した法２条の制限
的解釈を斥けて、経由プロバイダに対する発信者情報開示請求を認容した。なお、WinMXに関する判
決はすべて経由プロバイダに対する開示請求の事案であるが、整理の都合により、これらの判決は後
記６で紹介する。
【７】は、【６】の直後に【６】と同じ結論を採用したが、経由プロバイダが発信者情報開示義務を
負う理由を、【４】と対比できる内容で説明した。【４】は、プロバイダ法の用語を厳格に解してネッ
ト上の匿名性をある程度守る帰結を導いたが、これに対して【７】は、侵害情報の発信からウェッブ
サーバ上での不特定多数への発信に至る過程全体を一体としてとらえることにより、発信者とイン
ターネットとを媒介するに過ぎない経由プロバイダも法が開示請求を受けるべきことを予定するプロ
バイダであるという結論を導き、さらに、そう解さなければ被害者の救済の道を閉ざすことになると
いう現状を補強の理由にしている。法２条の解釈および被害者救済とネットにおける匿名性との調和
に対する評価の両者について、【７】は【４】と対立する理解を示した。以降は、【６】および【７】
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と同様に、経由プロバイダへの開示請求を認める判決が続き、【７】の判示内容は【１】において最高
裁に採用されることになる。
【８】は、【７】と同様に、有害情報の発信から不特定多数の者が受信するまでの通信の過程を全体
として一個と見て、この一部を構成する経由プロバイダには発信者情報開示義務があると解した。【10】
の被告である経由プロバイダは、有害情報の記録・入力に関わらない経由プロバイダは法２条２号の
「特定電気通信役務提供者」にあたらないと主張したが、この主張は【４】が採用した法２条の厳格
解釈を前提にしたものと思われる。【10】はこの解釈を否定して、経由プロバイダの開示義務を認めた。
最後の【28】の被告は、発信者情報が憲法21条で保証された通信の秘密に含まれ、電気通信事業法４
条による守秘義務の対象であるから、これに違反すれば同法179条による刑事罰が科せられることを理
由に、経由プロバイダが自己の管理が及ばない情報について開示義務だけを負わされることの不当性
を主張した。しかし、【28】は、被害者救済の方法は他にないことを理由にこれを斥けた。
経由プロバイダの発信者情報開示義務に関する裁判上の争点は、法２条の解釈から、ネットにおけ
る匿名性の保護と被害者救済とのいずれをとるかという評価の問題に移り、被害者の救済の道が他に
ないという理由で、経由プロバイダに開示義務を負わせる帰結が固まったといえる（後記６の小括も
参照）。
６ ファイル交換ソフト（WinMX）
⑴ 判例紹介
【６】 東京地判平15年．9月12日判例体系 ID28082673
事案 WinMXの利用者であるＡは、Ｘの氏名、年齢、職業、住所、電話番号、メールアドレス等を内
容とする個人情報ファイルをWinMXの共有フォルダに置き、公開する設定にした。Ｂ（Ｘとの
関係は不明）は、Ａの当該ファイルをWinMXを使用してダウンロードしたが、その際、Ａから
の送信には、経由プロバイダＹが提供し、特定の IPアドレスが付与された端末が使用された。そ
こでＸは、プライバシーの侵害を理由に、この日時に当該 IPアドレスを使用していた者の情報開
示をＹに訴求した。Ｙは、WinMXの送受信は、送信側ユーザーと受信側ユーザーとの１対１の通
信であるから、「不特定の者によって受信される」ことを予定する法４条１号の「特定電気通信」
ではないと主張した。
判旨 開示請求認容 ⑴ WinMXの利用者は、「自己のコンピュータ内のWinMX共有ホルダに電
子ファイルを記録することによって、当該電子ファイルに含まれた情報を『不特定の者によって
受信されることを目的』として、『不特定の者』に送信したというべき」であるから、WinMXに
よる本件ファイル送信はプロバイダ法４条１項の「特定電気通信」に該当する。そして、送信側
プロバイダの通信装置は「特定電気通信設備」に該当し、送信側プロバイダは「特定電気通信役
務提供者」に該当し、送信側ユーザーは「発信者」に該当する。したがって、WinMXの送信によ
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り権利侵害を受けた者は、法により、送信側プロバイダ（経由プロバイダ）に発信者情報の開示
を請求することができる。⑵ 権利侵害の明白性の要件は、プライバシー侵害の事実に加えて「そ
の違法性を阻却する事由の存在を窺わせるような事情が存在しないことまでをも意味すると解さ
れる」。しかし、Ａの送信によりＸのプライバシーが侵害されたことは明らかであり、Ｙは違法性
阻却事由の存在を窺わせるような事情を何も述べていないから、本件侵害行為に正当性は認めら
れない。⑶ 損害賠償請求をするために発信者情報を得る必要があるから、Ｘには開示請求の正
当理由がある。
【９】 東京地判平16年３月12日判例体系 ID28092216
事案 本件発信者Ａは、自己が使用するパソコンでWinMXを起動させ、その共有フォルダに、Ｘに
関する本件個人情報を含むファイルを公開の状態にして蔵置した。Ｘから個人情報侵害の調査に
ついて依頼を受けたＢ社からの送信要求を受けて、Ｙ（NEC）のルーターを介して、本件ファイ
ルがＡからＢ社に送信された。そこでＸは、Ｙに対して発信者情報の開示を請求した。
判旨 開示請求認容 ⑴ WinMXの機能を利用して、本件送信者は「本件電子ファイルを希望するも
のはだれでも受信することができるように蔵置したものであり、他のWinMX利用者なら希望す
ればだれでも本件電子ファイルを受信することができるものである。……したがって、本件送信
は、文理上、法２条１号の『特定電気通信』に当たる」。実質的に考えても、「WinMXを利用した
本件送信は、電子掲示板等と同様、伝播性が高く、かつ、発信者が匿名であるから、これを『特
定電気通信』から除外すべき実質的理由もない。なお、本件送信が「特定電気通信」に当たるこ
とは、前記のとおり、法の文理解釈から導かれるものであり、法の予定している範囲を逸脱した
拡大解釈ではない」。⑵ 経由プロバイダである「Ｙのルーターは、『特定電気通信設備』に当た
る」し、「Ｙが法２条３号で定義されている『特定電気通信役務提供者』に当たることは……明ら
かである」。⑶ 本件ファイルにはＸの氏名、性別、年齢、職業、住所、電話番号、メールアドレ
ス等が含まれており、本件ファイルの流通によりＸのプライバシー権が侵害されたことは明らか
であり、Ａの行為に公共の利益やその他の正当理由はないから、Ｘの権利が侵害されたことは明
白である。さらに慰謝料請求等のために発信者情報の開示を請求する正当理由もある。
【14】 東京高判平16年５月26日判タ1152号131頁
事案 本件発信者Ａは、自己が使用するパソコンにWinMXをインストールして、その共有フォルダ
にＸの個人情報（本件個人情報）を含む「TBC顧客情報完全版」という名称のファイル（本件ファ
イル）を置き、公開状態にした。これに先立つ時期にＢ社のウェッブサーバーから本件個人情報
を含むファイルが漏出する事故が発生し、Ｂ社の依頼を受けたＣ社が被害状況を調査するために、
WinMXを使用してファイル名を tbcに指定し検索したところ、本件ファイルが公開状況にある
こと、その IPアドレスはＹが所有するものであることを確認した。そこでＸは、Ｙに対して本件
発信者の情報開示を請求した。
原審（東京地判平16年１月14日）は、次のように判示してＸの請求を認容した。すなわち、法
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２条１号は「『不特定の者によって』と定めており、『不特定多数の者によって』と定めていない
ことからすると……電気通信は１対１との間で行われても、１対『任意の不特定の一人』との間
であれば『不特定の者』によって受信される電気通信である」。そして、WinMXの送信側ユーザー
が、その共有フォルダに、公開した状態で「電子ファイルを置くことは、送信側プロバイダとは
人的なつながりのない『不特定の者によって受信されることを目的』として、これを送信可能な
状態に置いたとみることができ、受信側ユーザーの送信要求に応じて電子ファイルを送信するこ
とは、不特定の者に対し、無差別に電子ファイルの『送信』を行ったということができる」。した
がって、「本件ファイル送信が法２条１号にいう『不特定の者によって受信されることを目的とす
る電気通信』の『送信』に該当するといえる」。そして、「送信側ユーザーが『特定電気通信』を
行う際に用いられる電気的設備である送信側プロバイダの通信装置は、法２条２号にいう『特定
電気通信設備』に該当する。また、送信側プロバイダは、自己の保有・管理する通信装置を用い
て、本件電子ファイルの送信という特定電気通信の用に供しており、送信側プロバイダの通信装
置は、法４条１項にいう『当該特定電気通信の用に供される電気通信設備』に該当する」。以上か
ら、「送信側プロバイダは法４条１項にいう『開示関係役務提供者』に該当する」。
原審で敗訴したＹは、プロバイダ法の立法過程においては「経由プロバイダが発信者情報開示
請求の対象者となると明示的に議論されたことはなかった」から、「裁判所の解釈によって法の適
用範囲を拡張すべきではない」と主張して控訴した。
判旨 控訴棄却（開示請求認容） 「WinMXプログラムによる本件ファイル送信は『特定電気通信』
に該当し、Yの電気通信設備は『当該特定電気通信の用に供される特定電気通信設備』に該当す
るので、これを用いるＹは『開示関係役務提供者』に該当し、Xらの発信者情報開示請求の相手
方となることが明らかである」。なお、法２条４号の「発信者」の定義から見て「送信側プロバイ
ダの有するルータは、上記のような特定電気通信設備の送信装置に該当するものと解され、送信
側ユーザーは、その送信装置に情報を入力した者に該当するから、『発信者』に該当すると解され
る」。立法過程での議論状況がＹの主張する通りであったとしても、「以上の解釈が不当な拡張解
釈であるとはいえない」。
【15】 東京地判平16年６月８日判タ1212号297頁
事案 本件発信者ＡおよびＢは、WinMXの利用者であり、Ｘ等の氏名、住所、年齢及び性別等の個人
情報を含むファイルをその共有フォルダに蔵置し、「流出○○顧客名簿」等のファイル名を付して
公開した。Ｘは、Ａ等が送信に使用した端末の IPアドレスおよび送信日時を確認し、Ａ等がイン
ターネット接続に利用している経由プロバイダＹに対して、発信者情報の開示を訴求した。
判旨 開示請求認容。⑴ ①WinMXによる送信は、自動送信の設定にしておらず、受信側ユーザー
から送信要求を受けた後にファイル交換等の交渉をした後に送信側ユーザーが送信を許可すると
いう設定にしていたとしても、ファイルを公開している以上は不特定の者からの送信要求を受け
うる点で自動送信の設定と同じであり、「特定電気通信」に当たる。②経由プロバイダであるＹの
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通信装置は「特定電気通信設備」に当たり、Ｙは「特定電気通信役務提供者」に当たる。③WinMX
による送信の送信側プロバイダの通信装置はプロバイダ法２条４号の通信装置に当たるから、
WinMXの送信者は「発信者」にあたる。
⑵ 権利侵害の「明白性」の要件によって、発信者情報開示請求者は、権利侵害の事実のみな
らず「不法行為等の成立を阻却する事由の存在をうかがわせるような事情が存在しないことにつ
ていも主張立証責任を負うと解される」。本件ファイルの公開によりＸらのプライバシー権が侵害
され、本件個人情報の性質や頒布態様からは不法行為の成立を阻却する事由の存在を窺わせるよ
うな事情は存在しないから、本件個人情報の流通によりＸ等の権利が侵害されたことは明らかで
ある。また、送信者に対して本件ファイルの除去および損害賠償請求をする必要があるから、発
信者情報を開示する正当理由がある。
【19】 東京地判平17年６月24日判時1928号78頁
事案 Ｘは、歌手である椎名林檎の「真夜中は純潔」や矢井田瞳の「Ring my bell」を出しているレ
コード会社であるが、ファイル交換ソフトによる著作権侵害を調査するために、WinMXを起動さ
せて、まず、検索ワードを「椎名」、検索対象ファイルを「mp3」と指定して検索したところ、特
定のユーザー名を用いる氏名不詳者Ａが椎名林檎の同曲のファイルを公開していることが判明
し、Ｘはこのファイルのダウンロードを実施した。次に、検索ワードを「矢井田」として同様に
ファイル検索を行い、別のユーザー名を用いる氏名不詳者Ｂが矢井田瞳の同曲のファイルを公開
していることを確認し、ファイルをダウンロードした。そして、Ｘは、この２つのファイルをダ
ウンロードする際に「MX調査隊」と称するソフトを使用して、送信の相手方の IPアドレスおよ
び接続ホストを検索した結果、それぞれＹ?およびＹ?がＡおよびＢのインターネット接続してい
るプロバイダであることが判明した。そこでＸは、Ｙ?・Ｙ?に対して、Ｘが上記のダウンロードを
した時刻にＹ?らが管理する上記の IPアドレスを使用してインターネット接続をしていた者の氏
名および住所の開示を訴求した。これに対して、Ｙ?らは、WinMX利用者の経由プロバイダが開
示請求を受けるプロバイダには該当しないことを主張した。
判旨 開示請求認容。①法２条１号は「特定電気通信」につき「不特定の者によって受信されること
を目的とする電気通信の送信」と定めており、これに対してWinMXを利用した送受信は、送信
側と受信側の１対１の通信であることは否定できない。しかし、WinMXの送信においては、発信
側の共有フォルダに置かれたファイルはインターネット接続している限りWinMX の利用者に
常に公開されており、WinMX通信の全体の状態からは、不特定の者に受信できる状態においたも
のと見るべきである。したがってWinMXを利用した通信も特定電気通信に該当する。②そして、
その送信が経由プロバイダの電気通信設備を経由して受信者に到達する以上、当該電気通信設備
は特定電気通信の用に供されているのであるから、経由プロバイダは法４条１項の「開示関係役
務提供者」に該当する。（権利侵害の明白性は、Ｙ?らが争わないためか、判示されていない。）
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【24】 東京地判平18年９月25日判タ1234号346頁
事案 Ｘらは大手レコード会社であり、ファイル交換ソフトによる著作権侵害の実体を調べるために、
WinMXを起動して、特定の検索ワードを用い、検索ファイルをmp3と指定して検索を行い、特
定のユーザー名を使用する者（氏名不詳者・複数）が、該当する電子ファイルを公開しているこ
とを確認した。Ｘらは、各ファイルをダウンロードする際に、調査ソフトを用いて、送信側ユー
ザーコンピュータの IPアドレスとこれを管理してインターネット接続をしているプロバイダが
Ｙら（ソフトバンク、NTT等）であることを確認した。そこでＸらは、Ｙらに対して当該氏名不
詳者の氏名と住所の情報開示を訴求した。
判旨 開示請求認容 Ｙらは主にＸらの調査の正確性を争ったが、裁判所に受け入れられなかった。
WinMXの利用者によるインターネット接続のプロバイダが、開示請求を受けるべきプロバイダ
であることについては、Ｙらが争わなかったために、Ｘらの主張通りに認められた。
⑵ 小括
【６】は、前記５で述べたように、経由プロバイダの発信者情報開示義務を初めて認めた判決とし
て重要であるが、WinMXの利用者が法２条４号の発信者であることを前提に、その経由プロバイダに
開示義務を認めた最初の判決でもあると思われる。被告のプロバイダ側は、WinMXの送信は特定の受
信者への送信であるから、不特定の者への送信と定義されている法２条および４条の「特定電気通信」
に該当せず、したがってこれを媒介するプロバイダには法４条の開示義務はないと主張した。しかし、
【６】は、WinMXの共有フォルダへのファイル蔵置は「不特定の者により受信されることを目的とす
る」と解して、被告の主張を斥け、WinMXの送信についてプロバイダ法４条の適用を認めた。名誉侵
害以外の事案（プライバシー侵害）において、権利侵害の「明白性」がやはり違法性阻却事由の不存
在であることも判示している。ただし、被告Ｙがどういうプロバイダなのかが実は明らかではない。
単なる経由プロバイダではないようであり、そうであれば、プロバイダ自身がWinMXの利用者に端
末を提供するということになるが、それはどういう業態であるのか、共有フォルダを置いたサーバー
も管理しているのか等の、事案に関する疑問が生じる。
【９】の被告であるプロバイダ側は、【６】の被告と同様に、①WinMXは、第三者への開示が予定
されていないから公然性のある通信ではないことを主張し、さらに、②送信側は受信側からの送信要
求を受け入れるか否かを決定できることができるから１対１の通信が集合したものに過ぎないこと、
③法の制定過程において、電子メールは１対１の通信であるから規制対象から除外され、迷惑メール
のような多数の電子メールの送付も１対１の通信の集合にすぎず受信先が特定されているという理由
で規制対象から除外されたが、WinMXの通信もこれと同じであること等を主張したが、【９】は、【６】
とほぼ同旨を判示して、これを斥けた。
【14】の原審は、【６】および【９】と同様に、WinMXの共有ホルダに蔵置して公開することが「不
特定の者」に対する特定電気通信にあたると解して、プロバイダに発信者情報開示義務を課した。そ
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して【14】は、原審を支持して控訴を棄却したが、その理由付けには、経由プロバイダのルータが「特
定電気通信設備」にあたるから、これに情報を入力した発信者は法２条４号の「送信者」であること
を付加している点が特徴的である。プロバイダ側が控訴理由において法の立法過程における説明を持
ち出したことに応じる意図で、法２条の解釈による帰結を理由に加えたのであろうか。なお、【14】は、
発信者情報開示義務に関するものとしては、WinMXの事案としても、経由プロバイダの事案として
も、初めての高裁判決である。
【15】の被告であるプロバイダ側は、【９】における被告側とほぼ同旨の主張をしたが斥けられた。
【15】は、WinMXの送信設定を、自動送信にしている場合と、自動送信には設定していない場合とに
分けて検討し、結局、いずれにしてもWinMXの送信は不特定の者に受信されることを目的としてい
ると解して、プロバイダの発信者情報開示義務を認めた。
【19】のプロバイダ側は、これまでの諸判決でプロバイダ側が主張してきたことを繰り返し主張し、
さらに商業用（スパム）メールは「全く適当に作成された電子メールアドレスに対して多数電子メー
ルが送信されることが非常に多く、まさにスパムメールの送信者は『不特定者』に対して電子メール
を送信している」にもかかわらず、立法過程において規制対象から除外することが明示されており、
WinMXの送信もこれと同じであると主張した。【９】で迷惑メールにつき同旨の主張が斥けられたの
と同様に、【19】も、判旨にあるように、プロバイダのこの主張を認めなかった。【19】と【24】は、
権利侵害の内容がプライバシー・名誉侵害ではない点で、開示義務に関する判例としては数少ない例
である。著作権（送信可能化権）侵害の事案では、「権利侵害の明白性」は、プライバイシ ・ー名誉侵
害のように争うことを要しない、明確なことであるようである。このことからは、「権利侵害の明白性」
の要件について主張・立証すべき内容および程度を、被侵害利益ごとに類型化する作業の必要性が示
されていると考える。ただし、これまで見てきたように、その素材となる判例はプライバシー・名誉
侵害の事案に偏っている。発信者情報を開示しないプロバイダの重過失を認める判例は、【２】の原審
の他には見当たらないが（後記７参照）、発信者がWinMXで著作権侵害をしていることを理由に開示
請求があった場合には、「権利侵害の明白性」は明らかであるから、開示しなければ故意または重過失
と認定される可能性が高いといえるように思われる。
【24】の被告である経由プロバイダは、自己が「開示関係役務提供者」であることを認め、争って
いない。もはや経由プロバイダに関するこの論点の結論は固まったと見ることができ、【１】での最高
裁判決はこの状況を前提に理解すべきである。
なお、WinMXを入手するための正規ルートは2005年に閉鎖されたようであるが、わが国においても
既に多数の利用者がいたようであるし、新たな不正入手者も含めて、今後も利用が続く可能性を否定
できない。
254 前 田 泰
７ 不開示に関するプロバイダの重過失
⑴ 判例紹介
【16】 東京地判平16年11月24日判タ1205号265頁
事案 Ｙが設営する電子掲示板（Yahoo?掲示板）に、Ｘに関して、①「職業：知的障害者」、「（住所
が）精神病院隔離病棟」等の記述およびＸの携帯電話の番号を含む書込（公開プロフィール）、な
らびに、②「きちがい」「ガイキチ」「リアル馬鹿」の記述を含む書込が掲載された。そこでＸは
これらの書込の削除および発信者情報の開示をＹに請求し、約一週間後に書込が削除されたが、
発信者情報は開示されなかった。そこでＸは、削除が遅滞したことおよび発信者情報の不開示に
よる損害賠償および発信者情報の開示を訴求した（なお、本件訴訟においてＸは、前記書込と同
内容のメールが送付されてきたことについても同様の請求をしたが、「メールは特定電気通信にあ
たらない」ことを理由にこの部分は請求を棄却された）。
判旨 開示請求認容・損害賠償請求棄却 ⑴ 発信者情報開示請求について 前記①の書込は記述の
対象がＸであると特定できること、Ｘの社会的評価を低下させる内容であること、および、公益
目的や真実性などの違法性阻却事由の存在が認められないことから、Ｘの権利を侵害することは
明白である。さらに①の書込は携帯電話の番号を掲載していることから、Ｘのプライバシーを侵
害しており、このような情報を公開する正当理由はないから、この点でもＸの権利を侵害したこ
とは明白である。次に、前記②の書込では、記述の対象がＸであると特定できるとは認められな
いから、Ｘに対する名誉毀損は生じないが、記述内容からＸに対する侮辱にあたる。以上から、
Ｙは、上記①・②の各発信者につき情報開示義務を負う。
⑵ 損害賠償請求について Ｙは、Ｘからの請求後１週間で削除しており、「削除が遅きに失し
たとまではいうことができず」削除義務違反の不法行為の成立は認められない。発信者情報の不
開示による損害賠償については、Ｙの故意又は重過失が要件であるが、「本件訴訟手続において、
Ｘの主張及び立証が尽くされたことにより、Ｘの権利が侵害されていたことが明白になったとい
うべきであって、Ｘが本訴を提起し発信者情報の開示請求をした時点で、Ｘの権利が侵害されて
いたことが、Ｙにとって明らかであったとまでは認められないから、Ｙに故意又は重過失があっ
たということはできない」。
【22】 東京地判平18年４月26日判例体系 ID28111125
事案 本件発信者Ａは、Ｙのサーバーに保存されたウェッブページにおいて、「プロジェクトヘイワ」
の名称でパチンコ機等の「打ち子」を募集し、その際に「打ち子」に登録した者へ「メーカー情
報」を含むパチンコ機等の攻略情報を提供するとの内容を掲載した。これに対してＸ（平和：パ
チンコ機メーカー）は自己の有する「HEIWA」の商標権を侵害したとして、本件ウェッブページ
の発信停止をＹに請求したが、停止されるまで10日間を要した。そこでＸは、さらにＹに対して、
発信者情報の開示、および、発信停止が遅れたことや直ちに情報開示に応じなかったことによる
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損害賠償を訴求した。
判旨 開示請求認容・損害賠償請求棄却。 ⑴ 開示請求について 本件ウェッブページで提供され
る役務（攻略情報の提供）と、本件商標権の指定役務（技芸等の教授）との類似性、商標の類似
性、および、本件ページにおける記載内容から、本件ページに接した者は攻略情報の提供者がＸ
であると混同する恐れがあり、Ａの行為は、不正競争防止法２条１項１号の不正競争行為に該当
し、Ｘの営業上の利益を侵害するものである。以上を判示して、本判決は、権利侵害の明白性お
よび開示請求の正当理由には言及しないままで、開示請求を認容した。⑵ 損害賠償請求につい
て ①発信停止が遅れたという主張に対して。本件では「デッドコピーのように『HEIWA』や『ヘ
イワ』そのものが使用されていたものではなく、『Project HEIWA』「プロジェクトヘイワ」の形
で使用されていたものであるから、本件商標権侵害および不正競争防止法違反の成否の判断には、
それなりの困難さがあったものと認められ」、Ｘが送信停止を請求する際に添付された書類が充分
ではなく、また、送信者の本人確認に時間を要した事情があること等を考慮すると、送信停止よ
り前の時点でＸの権利が侵害されたことをＹが知っていたか知ることができたと認めることはで
きない。②直ちに開示に応じなかったことに対して。前記①の状況から、「裁判所の一審判決も出
されていない現段階において」商標権侵害等が明らかであると認めることはできず、また、「Ｘが
発信者情報の開示請求権を有していることを知らなかったことにつき、Ｙに重過失があると認め
ることもできない」。以上から、損害賠償請求は棄却した。
【23】 大坂地判平18年６月23日判時1956号130頁、判タ1222号207頁
事案 Ｘは、ホストクラブのホストであるが、インターネットの電子掲示板にＸが性病に罹患してお
りＸから性病を移されたという記述が書き込まれた。このためＸは、当該電子掲示板を含むホー
ムページを運営するＡに対して、本件書込に関する発信者の IPアドレスおよび送信日時の情報
開示を請求し、裁判所に対する仮処分申し立てを経て、情報の開示を受けた。これにより発信に
利用された端末が携帯電話であり、Ｙ（ボーダフォン）が管理している端末でありＹのサーバー
を経由していることを確認した。そこでＸは、Ｙに対して発信者情報の開示を繰り返し求めたが、
Ｙは、発信者への意見聴取を経て、約２か月後に、請求に応じられない旨の回答書をＸに送付し
た。これに対してＸは、本件訴訟において発信者情報の開示を訴求するとともに、Ｙの不開示か
ら生じた損害の賠償を求めた。なお、発信者の携帯端末は家族割引の設定になっており、Ｙが情
報を有する契約者本人以外の別の家族が副回線から発信している可能性があった。
判旨 開示請求認容・損害賠償請求棄却。 ⑴ 開示請求について 本件書込によりＸの名誉が侵害
されており、本件書込が公共の利害に関するものでも公益目的でもないから、権利侵害は明白で
ある。（正当理由については記述がない）。家族割引の設定については、Ｙが情報を提供しうる契
約者本人と発信者との同一性に疑問が生じることはありうるが、Ｙと契約者との意見聴取をめぐ
るやりとりから契約者本人が発信者であることが推認される。⑵ 損害賠償請求について まず、
法４条「４項の故意とは、権利侵害の明白性及び発信者情報開示の必要性の要件を具備している
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ことを認識しながら」開示請求に応じないことであり、「重過失とは、故意に近い注意欠如の状態」
である。そして、①「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」では、原則と
して発信者個人情報を他人に提供しないものとすると定められていたから（10条２項）、発信者情
報の開示には慎重さを要したこと、②Ｘからの開示請求を最初に受けてから回答書を送付するま
での期間が約２か月であること、②家族割引の設定のために契約者本人と発信者が同一でない可
能性をＹが考慮したこと、③名誉・プライバシー権侵害の有無の判断は必ずしも容易でないこと
等から、Ｘの開示請求にＹが応じなかったことは、「過失があったかどうかは格別、重過失があっ
たとまでは認められない」。
【27】 大坂地判平20年６月26日判時2033号40頁、判タ1289号294頁
事案 Ｘは、Ａ（ヤフー）が管理運営するチャットルームにおいて、Ｙ（NTTコミュニケーションズ）
がインターネット接続サービスを提供した本件発信者Ｂにより、Ｘのプライバシーを侵害し名誉
を毀損する書込がなされた。Ｘは、Ｙに対して本件発信者の住所・氏名の開示を求めたが、Ｙは、
Ｂの意見を聴取したうえで、これに応じなかった。そこでＸは、発信者情報の開示および開示拒
否に対する損害賠償をＹに訴求した。
判旨 開示請求認容・損害賠償請求棄却。 ⑴ 権利侵害の明白性について ①ＢがＸの住所・氏名
を公表したことは法的保護の対象となるプライバシーを侵害することが明白である。②Ｂの書込
の内容に「郵便局の配達員クビになった」、「誰もが認める人格障害」、「引き籠もり40歳」等の記
述があり、Ｘの社会的評価を低下させており、この記述は公共の利害に関する事実ではなく公益
目的でもないから、その真否にかかわらず名誉毀損が正当化される余地はなく、名誉毀損行為で
あることが明白である。
⑵ Ｙの故意または重過失について 法４条４項の故意又は重大な過失とは、権利侵害の明白
性と開示の正当性につき、認識・認容し（故意）、又は、故意に近い注意欠如の状態にあること（重
過失）をいう。本件では、開示請求に関するＹによる意見聴取に際してＢが、本件チャットルー
ムにおいてＸが「殺す」「死ね」等の暴言の書込を繰り返していること、発信者の住所が判明した
らＸが極道を送る旨の脅迫をＢが受けている等の具体的事実を揚げて、発信者情報の開示により
Ｘから身体的危害を加えられる可能性を指摘しており、その具体的根拠としてＢが音声ファイル
も送信していることから、「裁判外での開示請求の段階では、ＹとしてはＢの上記指摘が虚偽と断
じるまでの根拠もなかったのであるから、Ｂの意見を尊重して、Ｘの開示請求には応じることは
できないとの判断に至ったとしてもやむを得なかった」。
⑵ 小括
プロバイダが発信者情報を開示しないことを理由に損害賠償が請求された事件としては、【16】以前
にも【５】と【13】があるが、そこではプロバイダ（２ちゃんねるとMILKCAFE）が発信者情報を
取得（または保存）していないことを理由に、開示請求も不開示による損害賠償請求も棄却されてお
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り（前記４参照）、損害賠償請求に関するプロバイダの故意または重過失の判定には至っていない。【16】
が、重過失に関する初めての判決である。【16】は、訴訟手続において権利侵害が明らかになったので
あり、それ以前にはプロバイダにとって権利侵害が明らかであったとはいえないという理由で重過失
を否定した。
【22】は、商標権侵害を理由とする開示請求に関する唯一の事例である。【22】は、商標がそのまま
使用されたわけではないから、商標権侵害および不正競争防止法違反の判断に困難があるから、「一審
判決も出されていない」段階では、プロバイダには権利侵害が明白ではなかったと判断して重過失を
否定した。
【23】では重過失の有無が実質的な争点の１つになったために、判決でも比較的詳細に判定理由が
述べられている。ただし、【23】でプロバイダの重過失を否定する理由の一つに掲げられたガイドライ
ンは、平成10年12月２日郵政省告示第570号として出され、平成17年３月31日に廃止されたものであ
る?。【23】の書込は平成16年12月になされ、平成17年３月17日にＸがＹに開示を請求した。Ｙがこのガ
イドラインに従えば発信者情報の開示を拒否したことは当然だということになる。しかしプロバイダ
法が既に平成14年５月に施行されており、法４条によりプロバイダに発信者情報開示義務が課せられ
たのであるから、このガイドラインを根拠にすることには問題があるだろう。なお、【23】と【27】は、
経由プロバイダの重過失が問題になっている。
【27】では、「権利侵害の明白性」の判断が困難であることを理由とするのではなく、意見聴取の際
に発信者が開示に同意しない理由として、発信者情報を開示すれば発信者が開示請求者から様々な危
害を加えられる可能性があることを指摘したことを重視して、実際に危害を加えられる可能性がある
かどうかの判断が経由プロバイダには困難であることから、開示請求に応じなかったことに重過失が
ないと判断された。
以上のように、本稿で見た判例の中で重過失を認めた例は、【２】の原審だけである。「権利侵害の
明白性」の判断が困難であることがその理由であるとすれば、その判断が容易であると思われる場合、
例えば、有名な商標のデッドコピーやWinMXによる著作権侵害（前記６参照）といったことを理由
に発信者情報の開示が請求された場合には、これに応じないプロバイダには「故意または重過失」が
認定される可能性が高いということになると思われる。
８ おわりに
⑴ 最高裁判決の位置づけ
【１】は、法が立法当初は予定していなかった経由プロバイダの発信者情報開示義務について、下
級審で固まった内容を踏まえて、法２条の文理解釈および被害者救済のための必要性を理由に、経由
プロバイダが開示義務を負うプロバイダであることを判示した。下級審の状況に従ったといえ、特に
新しい判断は含まれていない。
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これに対して【２】は、発信者情報を開示しないプロバイダの重過失の判定について、実質的な素
材および議論が乏しかった下級審の状況の中で、初めて重過失を肯定した原審を破棄して、これを否
定したのであるから、最高裁としてやや踏み込んだ判断を示したといえる。ただし、【27】において開
示請求者が発信者に危害を加える可能性の有無をプロバイダが判断することの困難性が重視されたこ
とが事案の特殊性によるとすれば、他の３件（【16】、【22】、【23】）では、「権利侵害の明白性」をプロ
バイダが判断することの困難性がプロバイダの重過失を否定する理由として述べられている。この点
からみれば、【２】において、開示請求者が指摘した書込部分だけで「権利侵害の明白性」を判定する
ことはできないという理由づけは、下級審の判断基準を踏まえたものであるといえる。【２】とその原
審との相違は、この判定の可能性に関する判断の違いである。
そして、結果として【２】が重過失の認定に慎重な態度を示したことは、確定判決がない限り、す
なわち裁判外では、発信者情報の開示請求には応じないことをプロバイダに奨励することにつながる
だろう。このことはプロバイダ法の立法時から予想されたことであるといわれているが?、事実上、開
示請求は裁判上の請求に限られることになり、プロバイダが常にその被告となるのであるから、その
応訴の負担が問題になる?。ネットの現状からは、被害者の救済のために他に方法がないから仕方のな
い負担ということになるが、しかし、「権利侵害の明白性」の判断をプロバイダが回避した結果の裁判
なのだから、むしろ当然の負担というべきだろう。
本稿で整理した残りの論点としては、プロバイダに発信者情報開示義務を生じさせる要件としての
「権利侵害の明白性」の内容の問題がある。下級審において固まった点は、請求の相手方であるプロ
バイダの責任を免れさせる違法性阻却事由が存在しないことが、権利侵害の明白性の内容であるとい
うことである。さらに、他の不法行為責任とは異なり、請求者側がこの「違法性阻却事由の不存在」
を主張・立証しなければならないということもここに含まれるかどうかは、立証責任について判決文
に記述されることがあまりないので、定かではないというべきであろう。
⑵ 今後の課題を示す判決
Ａ IPアドレスと発信日時だけでは発信者を特定できない場合
【26】 東京高判平20年５月28日判タ1297号283頁
事案 Ｙは、複合カフェを運営し、インターネットに接続された複数の端末機器を設置し、会員登録
した顧客に対してこれを使用させるサービスを提供している。ＹはPOSシステムによって顧客
の利用記録（利用日、利用時刻、利用度）を保有しているが、使用端末の情報、通信ログは保有
していない。本件発信者Ａは、２度にわたり、Ｘが重大な背任行為をしていること等の記述を入
力し、Ｙの複合カフェの端末から発信した。この情報は、端末器に接続されたＹ所有のルーター
から光通信により経由プロバイダＢのルーターに転送され、Ｂのサーバーを通じてインターネッ
トのネットワークに接続された結果、Ｃ（ヤフー）が設置、管理、運営している掲示板に本件書
込が行われた。
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このためＸは、Ｃに対して本件書込に係る発信者情報の消去禁止、ならびに、IPアドレスおよ
び書込日時の情報開示を求める仮処分を申し立て、東京地裁がこれを認めたため、Ｃは情報を開
示した。その結果、２度の書込の IPアドレスが同一であり、Ｙの複合カフェに設置された端末の
アドレスであることが（さらには、２度の当該日時に当該 IPアドレスの端末を利用した顧客は一
人だけであることも）判明した。そこでＸはＹに対して発信者情報の開示を訴求した。
原審は、次の理由からＸの請求を認容した。すなわち、①本件書込の送信は、法２条２号の「特
定電気通信」にあたり、この「特定電気通信」は、「発信から受信までの一連の通信課程を……全
体として一個の通信と見るのが相当である」。②そして、Ｙが保有・管理する端末機器、ルーター
およびケーブルは、「本件書込にかかる電気通信において、不特定多数の者に対する情報の送信に
不可欠の一部として重要な機能を有していること」から、Ｙが保有・管理するこれらの機器は「特
定電気通信設備」に該当する。③さらに、Ｙはこの設備を他人の通信の用に供する役務を提供し
ているから、Ｙは「特定電気通信役務提供者」である。④最後に、本件の２度の書込をした送信
日時においてＹの店舗を利用していた顧客は１名であるから、その顧客が発信者であると推認す
ることができ、その顧客についてＹが保有する氏名、住所の情報は、「侵害情報の発信者の特定に
資する情報として、発信者情報に当たると解するのが相当である」。以上の理由から、原審は開示
請求を認容した。これに対してＹが控訴した。
判旨 破棄自判（請求棄却）。 法４条が想定している発信者情報は、特定電気通信の過程において把
握される発信者に関わる情報でなければならない。本件で開示を求める情報は、顧客管理のため
の情報として、特定電気通信の過程とは別個の過程で得られた情報であり、かつ、特定の日時に
だれが店舗を利用していたかという情報にすぎない。この情報は発信者を突き止めるのに役立つ
ものではあるが、この情報の開示は法４条の枠外である。（なお、法４条では、「発信者情報」に
続く括弧内において「氏名、住所その他の侵害情報の発信者の特定に資する情報」という文言が
使われているが、この部分は、特定電気通信の過程で具体的に把握された発信者について、住所、
氏名等で特定するようにするという趣旨をいっているだけである。ここで「特定に資する情報」
という文言が使われていることは、本件のように、特定電気通信の過程においては発信者が不明
の場合に、他で発信者発見の手がかりになるような情報の開示を求めることの根拠にはならない
ものである。）
【26】の開示請求者は、発信者情報開示請求権を行使して、発信者が使用した端末の IPアドレスと
書込日時を確認したが、ネットカフェからの発信であったために、当該ネットカフェが、顧客管理の
ためのシステムにより、当該発信者を特定できる情報を有していたにもかかわらず、その情報の開示
が認められなかったために、発信者を特定することができなかった。【26】の原審では「発信者の特定
に資する情報」を特定電気通信役務提供者が有していればその情報を開示する義務があると解したが、
【26】は、開示の対象になる情報は、「特定電気通信の過程において把握される」情報に限られると解
した。
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本稿でこれまで見てきたように、被害者の救済を理由として経由プロバイダに関して下級審で固
まった流れを最高裁が【１】で判示して、発信者の IPアドレスと発信日時を被害者側が確実に取得で
きるようになったわけだが、そうなれば常習的な違法行為者は、例えば【26】のネットカフェから送
信するようになるだろう。【26】ではたまたま顧客が一人だけだったから発信者の特定が可能になるが、
顧客が複数いれば、原審の立場でも発信者の特定は不可能である。もしそうであれば、悪質な常習者
ほどネットの匿名性に守られることになる。プロバイダの発信者情報開示義務による問題解決の限界
であろうか。そうならない方向での検討が大きな課題である。
Ｂ 法４条の一般化
下記の【21】は、インターネット上の発信者情報開示の問題ではないが、弁護士法23条の２による
照会を受けた金融機関が、顧客の同意が得られないことを理由に報告を拒否したことに対する損害賠
償請求訴訟において、法４条の趣旨が斟酌された。
【21】 大坂地判平18年２月22日判時1962号85頁、判タ1218号253頁
判旨 請求認容。銀行が顧客の氏名、住所、電話番号等の「情報についてこれを開示することを求め
る内容の23条照会又は調査の嘱託を受けた場合、いかなる要件の下に当該事項について報告する
義務を負うと解すべきかにつき……直接規律した実定法の規定は見当たらないが、類似の状況に
ついて立法的解決を図ったものとして、プロバイダ責任制限法の定める発信者情報の開示請求の
制度が存在する。」
法４条１項の発信者情報の開示請求制度は、「加害者の特定が通常困難と考えられ、他方で、加
害者の特定に資する情報を保有している可能性が高い事業者が存在する不法行為類型について、
加害者の有する自己に関する情報をみだりに第三者に開示されない等の法的利益及び事業者の有
する営業上の利益と被害者の有する裁判を受ける権利との調和を絶妙に図った実定法上の制度で
あるということができる」。
以上から、法４条の趣旨を斟酌して、銀行に対する弁護士法の23条照会又は調査嘱託について
検討すれば、①開示請求者の「権利ないし法的利益が侵害されていることが明らかであるとみえ
ること」、②「当該情報の開示を受けるべき正当な理由があること」、③「当該銀行に対して当該
顧客の特定に資する情報の開示を求める以外に当該顧客を特定するための他に適当な方法がない
こと」、以上の要件をいずれも満たす場合には、当該銀行は報告義務がある。④そしてこれに従っ
て行われた「銀行の当該報告行為は正当業務行為に該当し、銀行は当該顧客に対し秘密保持義務
違反を理由とする法的責任を免れる」と解すべきである。
【21】の①と②は、法４条１項の要件をそのまま用いており、③は経由プロバイダが開示義務を負
う理由として言われてきた、被害者を救済するためには他に方法がないということと同旨である。④
は、故意または重過失がある場合のプロバイダの責任を、さらに銀行の場合には軽減させている。
【21】の結論の当否は別として、匿名性による発信者の保護と被害者の救済という、場合により矛
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盾する要請を調和させようとする、プロバイダの発信者情報開示義務に関する議論の射程は以外に広
いのではないか、という可能性を感じさせる判決である。
情報技術の新たな進展により従来にはなかった新しい問題が発生し、そのために従来にはなかった
問題解決方法が必要になり考案されたが、その新たな解決方法が従来から存在した問題の解決にも役
立つとすれば、新たな問題解決方法と思われた方法は、実は、従来から求められていた解決方法であっ
たということになるのではないか。プロバイダの発信者情報開示義務に関する問題は、どこまで一般
化できる議論を含む問題なのかを検討することも課題の一つであると考える。
（原稿提出 平成22年９月16日）
【注】
６ 松本・注４所掲61頁は、法２条の解釈として「経由プロバイダを『開示関係役務提供者』に含めて読むことはやや
困難である」と述べたうえで、【４】と【７】を紹介している。西本強「判批」銀行法務21・621号64頁（2003年）お
よび630号115頁（2004年）は、「憲法上の諸権利と密接な関係にある発信者情報の開示の問題について謙抑的な本判決
の考え方は妥当である」と解する。
７ このガイドラインの内容は、総務省のHP参照。
http://www.soumu.go.jp/main sosiki/joho tsusin/d syohi/telecom perinfo guideline intro.html
８ 松本恒雄「違法情報についてのプロバイダーの民事責任」ジュリスト115頁（2002年）、同「判批」私法判例リマー
クス36号74頁（2008年）、町村泰貴「プロバイダに対する発信者情報開示請求権と仮処分」南山法学28巻３号６頁（2005
年）等。
９ 山口成樹「判批」商法（総則・商行為）判例百選５版223頁（2008年）。
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